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59  厚生統計の役割と体系

[国民生活と厚生統計]

厚生統計は,人の出生から死亡までに生起するさまざまな事象を対象としており,国民生活と深いかかわり
をもち,厚生行政の施策の方向を見いだすために欠くことのできないものである。

[厚生統計の役割]

○広く社会全般にわたる基礎的資料を国民に知らせ,提供する。

○個別の行政を進めていくための基礎資料を得る。

問題の実態把握右矢印施策の企画立案右矢印施策実施後の効果を評価右矢印次の施策の企画立案

[広く利活用される厚生統一]

高齢化社会対策,保健医療対策,保険・年金行政,薬務行政,児童福祉行政等国の行政活動の基礎資料として
活用されるほか,地方の行政機関,大学の研究資料,民間企業の市場分析等に広く利用されている。

[厚生統計の体系］

一般的に,出生・死亡・婚姻・離婚等の事象を把握する人口動態統計,国民の保健・医療面を把握する衛生
統計,福祉・保険・年金関係を把握する社会(福祉)統計に大別される。厚生行政と統計調査の活用

厚生行政と統計調査の活用

厚生白書（平成２年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（平成２年版）



  

第2編  
第1部  
Ⅹ  その他
60  地域行政機関の活動

[保健所・市町村保健センター]

保健所は,健康づくり,各種疾病対策等の対人保健サービス,環境衛生,食品衛生等の対物サービス及び管内
地域の保健衛生に関する行政事務等を一体的に実施している。

なお,保健所の保健サービスは広域的・専門的対応を要するため市町村では実施困難なものを中心に行っ
ており,健康教育,健康相談などの一次的な保健サービスについては市町村で実施することとしており,この
ため,市町村における保健センターの整備,保健婦の充足等の基盤整備を図っている。

[福祉事務所]

福祉事務所は,いわゆる福祉六法に定める援護,育成又は更生の措置に関する事務をはじめ,広く社会福祉全
般にかかわる事務を行う第一線の総合的な社会福祉行政機関である。

[児童相談所]

児童に対する相談・調査・判定指導を実施するとともに,施設入所や里親委託などの措置権を行使する行
政機関であり都道府県の義務設置となっている。

児童相談所における相談内容別受付件数及び構成割合の年次推移

保健所・福祉事務所の機能
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61  主な特殊法人

[社会福祉・医療事業集団]

○昭和60年1月1日に社会福祉事業振興会と医療金融公庫を統合して発足。

(社会福祉関係)

○事業内容

・福祉貸付事業・・・・・・社会福祉法人等に対する社会福祉施設の設置,整備又は経営に必要な資
金の長期・低利での貸付。

・退職手当共済事業・・・・・・民間社会福祉施設の職員が退職した場合に退職手当金を支給。

・心身障害者扶養保険事業・・・・・・道府県・指定都市で実施されている心身障害者扶養共済制
度で,その地方公共団体が加入者に対して負う共済責任について,事業団が各地方公共団体と保険契
約を締結。 

・長寿社会福祉基金事業・・・・・・高齢者・障害者の総合的在宅福祉事業の推進,高齢者・障害者
の生きがい・健康づくり事業の推進。

(医療関係)

○ 事業内容

・病院,診療所等の設置等に必要な資金の融通(貸付事業)

貸付状況

[年金福祉事業団]

○ 設立昭和36年11月
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○ 事業内容

・大規模年金保養基地の整備運営

我が国に例を見ない大規模な保養基地を整備・運営する。

・福祉施設設置整備資金の融資(平成元年度融資決定額332億円)

事業主等が従業員の利用する社宅,病院等の施設を設置する際に必要な資金を融資する制度。

・被保険者住宅資金の融資(平成元年度融資決定額10,435億円)

被保険者に対して住宅の新築・改良やマンション購入に必要な資金を融資する制度。

・年金担保資金の融資(平成元年度融資決定額946億円)

年金受給者に,生活・医療などに必要な資金を,年金受給権を担保にして融資する制度。

・資金確保事業,年金財源強化事業(「年金積立金の運用」の項参照)

[環境衛生金融公庫]

○ 設立昭和42年9月

○ 事業内容・・・・・・公衆衛生の見地から,国民の日常生活に密接な関係のある飲食店等の環境衛生関
係の営業について,衛生水準を高め,及び近代化を促進するための資金を融資。

業種別貸付状況
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